
団体名 須賀川市

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 26,502 25,322 1,180 1,082 30,430 46

須賀川駅前土地区画整理事業 266 266 0 0 0 239

山寺土地区画整理事業 1 1 0 0 0 1

諏訪町土地区画整理事業会計 47 47 0 0 0 47

市営墓地事業 40 40 0 0 0 0

普通会計 26,559 25,379 1,180 1,082 30,430 46

財産区特別会計（４財産区） 24 19 5 5 0 0

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益 総費用 純損益 不良債務 地方債現在高
他会計からの

繰入金

水道事業 1,389 1,418 △ 29 0 8,850 75

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

簡易水道事業 2 2 0 0 8 1

公共下水道事業 1,756 1,851 0 0 11,348 600

特定環境保全公共下水道事業 65 65 0 0 615 58

農業集落排水事業 1,692 1,697 0 0 5,889 391

特定地域生活排水処理事業 11 11 0 0 28 7

観光施設事業(休養宿泊施設） 85 73 19 19 0 11

観光施設事業(その他の観光施設) 6 2 4 4 0 0

宅地造成事業 614 588 52 52 0 23

国民健康保険事業 7,447 7,248 199 195 0 519

老人保健医療事業 6,861 6,838 23 0 0 576

介護保険事業 3,289 3,289 0 0 0 472

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
当該団体の
負担割合

須賀川地方広域消防組合 1,963 1,944 19 19 206 45.7%

須賀川地方保健環境組合 861 812 49 49 1,766 80.8%

福島県市町村総合事務組合 12,412 11,895 517 517 0 0.2%

福島県市民交通災害共済 435 340 95 95 0 0.0%

郡山地域市町村圏組合 48 39 9 9 0 15.0%

総収益 総費用 純損益 不良債務 地方債現在高
当該団体の
負担割合

公立岩瀬病院組合 4,201 4,267 △ 66 0 858 84.5%

県中地域水道用水供給企業団 0 0 0 0 26 41.1%

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金

（千円）

当該団体か
らの補助金

（千円）

当該団体か
らの貸付金
　（千円）

当該団体からの
債務保証に係る

債務残高（百万円）
備考

郡山地方土地開発公社 △ 11,301 162,203 5,400 0 0 6,565

（財）須賀川市農業開発公社 3,997 52,239 12,000 11,800 0 0

（財）須賀川市労働福祉会館 △ 542 72,513 21,750 0 0 0

（財）須賀川市スポーツ振興協会 2,568 110,000 110,000 81,872 0 0

（財）ふくしま科学振興協会 269 100,332 70,000 60,498 0 0

（株）福島エアポートサービス 2,071 40,008 6,000 0 0 0

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。
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